

















































































































































































































































































































































































































































































































① 承認 承認 可能
② 放棄 承認 可能
③ 承認 放棄 不可
④ 放棄 放棄 可能
（注）③のケースにおいて，丙が乙の相続につき放棄をしていないときは，甲の相続につき
放棄をすることができ，かつ，甲の相続につき放棄をしても，それによっては乙の相続に
つき承認または放棄をするのになんら障害にならない。
⑵　固有説について
　再転相続について，承認・放棄は一身専属権であるから承継せず，再転相
続人固有の権利であるとの見解（山本正憲「再転相続について」山本正憲ほ
か『現代法学の諸相：岡山商科大学法経学部創設記念論集』93頁（法律文化
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社，1992年））があるが，本判決が「丙が乙の相続を放棄して，もはや乙の権
利義務をなんら承継しなくなった場合には，丙は，右の放棄によって乙が有
していた甲の相続についての承認又は放棄の選択権を失うことになるのであ
る」と述べていることから，最高裁は固有説をとっていないことがわかる。
⑶相続人の債権者の地位
　本判決のように解すると，相続人の債権者は甲の財産に何らの権利行使も
できないことになる。この点につき，相続人の債権者に同情する見解がみら
れるが，本来，債権回収は債務者そのものからの回収を見込むべきものであ
って，債務者が将来相続するかもしれない財産を目当てに与信すべきもので
はない。相続財産につき相続人が承認するか，放棄するかについても，相続
人の一身に属するものであり，詐害行為取消権の対象とならないものであり
（最判昭和45年９月20日民集28巻６号1202頁），また，債権者が代位権を行使
できるものではない。遺留分の侵害額請求についても債権者代位権を行使す
ることはできない（最判平成13年11月22日民集55巻６号1033頁）。したがっ
て，相続人が相続放棄してしまえば，相続人の債権者は，相続財産に対して
何も権利行使することはできないとあきらめるべきである。
⑷　相続放棄は相続財産の「処分」に当たるか
　本判決の結果に関して，丙が甲から乙への相続を放棄することが相続財産
の処分ではないかという見解（伊藤昌司「家族－相続法」判例タイムズ698号
57頁）がある。しかし，丙が甲から乙への相続を放棄したら「処分」として
の法定単純承認事由となり，乙から丙への放棄ができないというのでは，丙
は乙の相続を強制されることになる。この結果は，丙が相続に関して承認す
るか，放棄するかの自由を奪うものであり，妥当ではない（雨宮則夫＝石田
敏明編「相続の承認・放棄の実務」98頁参照）。
　この判例に関する判例批評として，本山敦・民法判例百選Ⅲ154頁，千藤洋
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三・別冊ジュリスト193号160頁，佐藤啓子・民商法雑誌104巻６号78頁，武田
章弘・判例タイムズ706号166頁，阿部隆彦・金融法務事情1214号48頁，山口
純夫・法学セミナー415号123頁，下方元子・判例タイムズ688号198頁，伊藤
昌司・判例タイムズ698号55頁，小野憲昭・北九州市立大学法政論集46巻
３・４号232頁などがある。
五．最判昭和59年４月27日（民集38巻６号698頁）
　再転相続ではなく，一般の相続について，民法915条が相続人の熟慮期間に
つき３か月間猶予を与えているが，この熟慮期間の起算点がいつか，という
点に関し，最判昭和59年４月27日（以下，「最判昭和59年」という。）がある。
この判例は再転相続の再転相続人の熟慮期間の起算点についても，同様の考
慮が必要と考えられるので，その概要を見ることとしたい。
１．判旨の概要
　最判昭和59年は次のように判示している。すなわち，「民法915条１項本文
が相続人に対し単純承認若しくは限定承認又は放棄をするについて３カ月の
期間（以下，「熟慮期間」という。）を許与しているのは，相続人が相続開始
の原因たる事実及びこれにより自己が法律上相続人となった事実を知った場
合には，通常，右各事実を知った時から３カ月以内に，調査すること等によ
って，相続すべき積極及び消極の財産（以下，「相続財産」という。）の有無，
その状況等を認識し又は認識することができ，したがって単純承認若しくは
限定承認又は放棄のいずれかを選択すべき前提条件が具備されるとの考えに
基づいているのであるから，熟慮期間は，原則として，相続人が前記の各事
実を知った時から起算すべきものであるが，相続人が右各事実を知った場合
であっても，右各事実を知った時から３カ月以内に限定承認又は相続放棄を
しなかったのが，被相続人に相続財産が全くないと信じたためであり，かつ，
被相続人の生活歴，被相続人と相続人との間の交際状態その他諸般の状況か
らみて当該相続人に対し相続財産の有無の調査を期待することが著しく困難
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な事情があって，相続人において右のように信じるについて相当な理由があ
ると認められるときには，相続人が前記の各事実を知った時から熟慮期間を
起算すべきであるとすることは相当ではないものというべきであり，熟慮期
間は相続人が相続財産の全部又は一部の存在を認識した時又は通常これを認
識しうべき時から起算すべきものと解するのが相当である。」
　つまり，熟慮期間は，原則として，相続人が
①　相続開始の原因たる事実，及び
②　これにより自己が法律上相続人となった事実
を知った時から起算すべきものである。しかし，相続人が右各事実を知った
場合であっても，これらの事実を知った時から３カ月以内に限定承認又は相
続放棄をしなかったのが，
ａ．被相続人に相続財産が全くないと信じたためであり，かつ，
ｂ．被相続人の生活歴，被相続人と相続人との間の交際状態その他諸般の状
況からみて当該相続人に対し相続財産の有無の調査を期待することが著しく
困難な事情があって，相続人においてそのように信じるについて相当な理由
があると認められるときには，例外的に，熟慮期間は相続人が相続財産の全
部又は一部の存在を認識した時又は通常これを認識しうべき時から起算すべ
きものと解するのが相当である，とした。
　この点につき，その後の判例・学説もおおむね最高裁の立場を支持してい
るものと思われる。
２．最判昭和59年の判断基準の例外的パターン
　最判昭和59年の判断原則的な基準とは異なる理由で相続放棄の申述を認め
たものについては，次の３つのパターンがあり，このことは再転相続につい
ても同様に考慮されるべきものと考える。
　⑴　相続人が相続財産につき処分をしても，民法921条１号にいう「相続財
産の処分」に当たらないものとして，相続放棄の申述を認めたパターン
　⑵　相続開始時に相続財産について認識していたが，自分自身には「相続
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するべき財産はない」と考えていたと認めて，相続放棄の申述を認めたパ
ターン
　⑶　３カ月の熟慮期間を経過したことにつき，特別な事情があると認めて，
相続放棄の申述を認めたパターン
Ⅲ．実務上の留意点
　再転相続の事例に遭遇した場合，再転相続した相続人としてはどのように
対応すべきであろうか。また，金融機関としてはどのように対応すべきであ
ろうか。
　まず，再転相続した相続人としては，Ⅱで取り上げた判例を前提に考える
と，債権者からそのような通知を受け取ったら，その通知書を受領した日を
起算点として３ヶ月以内に家庭裁判所に相続放棄の申述をすれば認められる
ことになる。
　つぎに，債権者としては，相続人に対してはできるだけ早めに通知書を送
るべきと考える。最判令和元年の事案の場合，Ａは，平成24年６月30日に死
亡後，Ａの第１順位の相続人は，同年９月に相続放棄の申述をしている。そ
の後，上記の相続放棄により，第３順位の相続人であるＡのきょうだいら合
計11名がＡの相続人となったが，平成25年６月，これらの相続人のうち，Ｂ
（Ａの弟）外１名を除く９名による相続放棄の申述が受理された。第１順位の
相続人の相続放棄申述後，債権者からすみやかに通知書を第３順位の相続人
に送付していれば，第３順位の相続人としてはもっと早くに申述していなけ
ればならないと考えられる。また，Ｂは，平成24年10月19日，自己がＡの相
続人となったことを知らず，Ａからの相続について相続放棄の申述をするこ
となく死亡したことから考えると，Ｂには債権者からの通知が届いていなか
ったと判断される。もし，Ｂの生前に通知書が届いていれば，Ｂの相続人で
あるＸらも，ＢがＡの相続人となったことを知り得たはずである。もちろん，
Ｘらが通知を受ければ，相続放棄をする可能性は出てくるが，相続放棄の時
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期が早まるだけであり，本件のように，Ａの死亡後３年以上経過してからで
あっても，Ｘが知ってから熟慮期間が計算されることから考えれば，早めに
結論を出すべきと考える。したがって，債権者としては，相続放棄などを調
べた上で，相続人に対してできるだけ早めに通知書を送るべきであろう。そ
して，第３順位の相続人まで相続放棄がされて，相続人がいなくなるという
ことになれば，相続財産管理人の選任申立てを検討，考慮すべきことになろう。
　再転相続の事案の場合には，当初の相続人が被相続人の死亡の事実を知ろ
うが知るまいが，相続放棄しないまま死亡したのであれば，再転相続人に対
して債権者からの通知が届いた後，再転相続人は３ヶ月間は相続放棄するか
しないか熟慮することができる。したがって，債権者としては，できるだけ
早めに通知書を送付し，３ヶ月経過するまでに再転相続人が相続放棄しなけ
れば強制執行等の債権回収にかかっていけることになろうが，それまでは再
転相続人の動向を注視するしかないであろう。
　なお，最判昭和59年は，熟慮期間の起算点についての判断基準を示したも
のであるが，家庭裁判所が相続放棄の申述につき，これを受理したからとい
って，当該相続人の相続放棄が最終的に相続債権者その他利害関係人に対し
て認められるというわけではない。相続債権者等が当該相続放棄が認められ
ないとして，当該相続人がみなし相続に該当することを行ったと証明すれば，
相続放棄は認められないことになるのである。相続放棄の申述を受理するに
つき，家庭裁判所に実質審査の権限があるとしても完全には調べきれないこ
とが前提にあると考えるべきであろう。ただ，３カ月を超過して相続放棄の
申述をする際には，当該相続人が相続開始を知り，自分が相続人となること
を知ってから３カ月以内に申述しなかったことについて，十分な説明をしな
いと申述の受理さえしてもらえないということになる。
Ⅳ．相続財産管理人の申立てについて
　再転相続に関する上記の判例からすると，相続についても再転相続につい
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ても熟慮期間は，当該相続人が，被相続人の死亡の事実を知った時，かつ，
自分が相続人であることを知った時から起算してそれぞれ３か月を経過する
ことが必要となる。そうすると，たとえば甲が死亡して甲の相続財産につき
買い取りを考えている人がいるとした場合に，その買取希望者は，甲の相続
人に交渉しなければならないところ，甲の相続人乙がその後に死亡していれ
ば，乙に「みなし単純承認」となる事実がない限り，乙の相続人に対して甲
の相続を承認するか，放棄するかを尋ねなければならない。また，乙の相続
人の中に乙の死亡後に亡くなった人があれば，当該再転相続人に相続を承認
するか，放棄するかを尋ねなければならない。さらに，当該再転相続人の後
に死亡した相続人がいれば再々転相続人に相続を承認するか，放棄するかを
尋ねなければならない。相続人は第３順位まであるので，甲の死亡が相当前
であり，かつ，甲の相続人，乙の相続人の中にその後に死亡した者がいる場
合において，甲の相続債務が大きいという理由で，相続人の相続放棄が続け
ば，相当の長期間を要しても相続を承認する相続人が現れないこととなる。
結局，甲の相続財産の買取希望者は，買い取ろうと思うと，相続財産管理人
を選任するしかないが，相続財産管理人を選任する申立ては，「相続人のある
ことが明らかでないとき」（民法951条）であることを裁判所に示す必要があ
るところ，上記のような状況の場合には，相当の手間と時間を要することに
なるため，買い取りを断念することが少なくないと思われる。
　現在，所有者不明土地などをなくそうという動きがある中で，上記のよう
に，相続財産管理人の申立人に負担をかけてよいものかどうかを考えると，
これは避けるべきではないかと考える。相続財産管理人の申立てに関して申
立人には，甲の相続に関しては甲の第３順位の相続人までの調査でよいとし
て，その後の調査は裁判所が選任した相続財産管理人が行うという形にしな
いと，所有者不明土地などの解消が進まないのではないかと懸念するもので
ある。
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